
　

MDGs、ODA拠出、IFF創設…。
先進国は本当に途上国の貧困に
目を向けているのだろうか？
　2000 年の国連総会で採択された国連ミレニアム開発目標
（MDGs）* は、今年2005年、その達成状況についてレビュー
が予定されており、注目を集めています。しかし、途上国の市
民からは、新自由主義に基づいて開発を進めてきた貧困削減プロ
グラムの焼き直しではないかとの批判や疑念の声が出されていま
す。南アフリカ・ケープタウンに在住し、現地のNGO、AIDC
（Alternative Information and Development Center）の債
務問題の専門スタッフとして活躍し、ジュビリーサウスにも関
わってきた、福島康真さんに、アフリカの貧困問題について伺い
ましたので、その内容を紹介するとともに、ATTAC Japan の
基本的スタンスを述べたいと思います。

■■ なぜアフリカは貧困状態にあるのか－福島さんによる解説

　アフリカの貧困は、先進諸国がアフリカに課した債務に

よって生み出されています。債務問題は、1960 年代に次々

と独立していったアフリカ諸国に世界銀行をはじめとする国

際金融機関や先進諸国がお金を貸したことに端を発していま

す。それ以降、アフリカの国々は輸出を伸ばして外貨を獲得

しなければならなくなりました。オイルショックによる世界

的不況で、輸出が振るわず外貨が不足し石油など輸入コスト

が増大すると、債務が膨らんでいきました。さらに世界的な

高金利化が膨張に拍車をかけました。これに対して、IMF や

世銀が実施したのが、債務国に緊縮財政、輸出型貿易、通貨

切り下げ、民営化、高金利政策を強制する構造調整計画です。

　しかし、この計画は債務を減らすどころか一層増やし、

IMF や世銀は、1996 年に重債務貧困国（HIPCs）を決め

て、構造調整の実施と引き替えに債務を削減しようとした

り、2000 年には貧困削減戦略ペーパー（PRSP）を打ち出し、

市民参加型の構造調整を行おうとしたりしました。結局、そ

れでも債務は減らず、そんなことから、2000 年に採択され

たMDGs が動き出しました。

　重債務のために、多くのアフリカ諸国では年間支出額の半

分近くが債務返済（利払い）に当てられています。国家予算

は国民生活に必要な社会開発には回されず、先進諸国に流れ

てしまっているのです。では、先進諸国は債務帳消しをしな

いのでしょうか。これについては、ジュビリーサウスが、先

進諸国が債務を第三世界をコントロールする手段にしている

との見解を示しています。

　一方、アフリカ側は 2002 年６月に NEPAD（アフリカ開

発のための新パートナーシップ）を発表しています。これ

は、アフリカ連合（AU）結成を前に、アフリカ内の「先進国」

である南アフリカ、ナイジェリア、セネガル、アルジェリア、

エジプトの大統領らによって作られました。その精神は、ア

フリカのことはアフリカ自身が解決するというものです。し

かし、実質は、アフリカ「先進国」が、アフリカ全体を支配

してグローバリゼーションの中に組み込むというものです。

実際、NEPAD で中心になっている南アフリカの資本がアフ

リカ全土に拡大しています。

　目を向けなければならないことは、債務によって富は今も

南から北へ流れているということです。貧困根絶のためのは、

この構造を変えなければならないのです。

■■ アフリカ支援合戦の裏にある思惑に注意を払おう

　途上国の貧困問題を解決するには、まず何よりも G8や国

際金融機関（IFIs）に対して負っている貧困国の債務を帳消

ししなければなりません。

　日本政府は、依然として債務帳消しは論外としているどこ

ろか、外務省は国連安保理常任理事国入りを狙いながら、そ

の必要条件として求められている ODA 拠出（対 GNI 比 0.7

パーセント）を検討しています。しかしながら、財務省は拠

出について否定的であり、外務省の思惑通りには動いていな

いようです。さらに、日本政府はスーダンの復興支援として

１億ドル（約 108 億円）拠出を表明し、自衛隊を PKO部隊

としてスーダンに派遣する構想もちらつかせています。こう

した日本の「国益」のみに基づいた途上国支援は、本当に貧

困を解消することになるのでしょうか。

　また、債務帳消しに積極的な英国政府の方針にも疑念を

持たずにはいられません。英国政府は債務帳消しのための新

しい資金調達メカニズムとして国際金融ファシリティ（IFF）

の創設を発表しました。これは、資金を拠出するという援助

国政府の約束に基づいて IFF が債券を発行し、国際金融市場

で集めた資金を貧困国に贈与（一部、譲許的借款を含む）す

るものであり、援助を受けた貧困国は援助国政府の基準に

従った開発事業をしなければなりません。これはNEPAD を

活用しながらアフリカを新自由主義的グローバリゼーション

のなかに組み込もうとする計画に他なりません。

　来る G8スコットランド・サミットではアフリカ問題が主

要議題とされていますが、新たに貧困を生み出す構造が作ら

れようとしています。ATTAC Japan は、自国の利害に基づ

いてアフリカ進出を狙う G8各国政府の動きに異議を申し立

てるとともに、途上国から先進国に、金、資源、そして労働

力が不公正な形で流れていく構造を変えなければ貧困の根絶

はありえないと考えます。

＊貧困撲滅、初等教育の達成、ジェンダー平等、幼児死亡率の削減 など8つの目標がかかげられ、2015年という達成期限が設定されている
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